様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021　年　7　月　12　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃりょうひんけいかく
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社良品計画
（ふりがな）まつざき　さとる
                              （法人の場合）代表者の氏名　松﨑　曉      印
住所　〒170-8424
東京都豊島区東池袋4-26-3
法人番号　　5013301012443　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社良品計画コーポレートサイト
IR情報＞IRライブラリー＞アニュアルレポート

	公表日
	　　　2017　年　8　月　31　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2017アニュアルレポート」3ページ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/39948/00.pdf


	記載内容抜粋
	■実現目標
独自性のある品揃え／お求めやすい価格の実現
適正品質、適正価格で地域のくらしに貢献
専門性、多様性のある人材育成を実現
持続的な成長基盤の構築
■具体的な取り組み
計画精度向上による店頭値下げ率低下
調達フロー改善による在庫効率化
地域に貢献する基幹アイテム開発
グローバル価格差縮小
グローバル人事制度構築
グローバルインセンティブプラン導入
グローバル標準システムの構築

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2017年2月22日の当社取締役会にて決議されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社良品計画コーポレートサイト
IR情報＞IRライブラリー＞アニュアルレポート

	公表日
	　　　　2019　年　8　月　30　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2019アニュアルレポート」10～11ページ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/70076/00.pdf


	記載内容抜粋
	グローバル標準システムの構築
物販・サービスを網羅し、商流、管理・統制を支えるシステム開発
地域の生活者の生活支援を行うべく、業務・システムを作り替える。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2018年6月20日の当社取締役会にて決議されております。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2019アニュアルレポート」5ページ（グローバル標準システムの構築の説明）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/70076/00.pdf

当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「業務標準化委員会」の説明箇所
（2006年12月20日の当社取締役会にて決議されております。）
https://ryohin-keikaku.jp/news/2006_1220.html

当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「株式会社良品計画　組織図（2021年2月1日付）」
（2020年12月23日の当社取締役会にて決議されております。）
https://ryohin-keikaku.jp/news/pdf/2020_1223_organization.pdf
図中右上の「業務標準化委員会」


	記載内容抜粋
	当社グループは、「グローバル標準システムの構築」を通じてDX推進を強化するため、「業務標準化委員会」にてデジタルの整備に関する方針決定を行っております。

「業務標準化委員会」とは、2007年に発足した「組織力の強化、自律的な組織の進化、人材育成に向けた構造改革に取組むこと」を目的とした組織で、現在では各国独自のレガシーシステムからグローバルで同じシステムへの刷新を通じて、グローバルで同じ人事制度を導入して人材育成を推進しております。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2019アニュアルレポート」8ページ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/70076/00.pdf

当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「MUJI Passport」紹介ページ
（2018年6月20日の当社取締役会にて決議されております。）
https://www.muji.com/jp/passport/


	記載内容抜粋
	当社ではMUJIPassportを戦略の重要な要素の一つであると位置づけて、アニュアルレポートの「地域のくらしに貢献－アプリでの顧客接点強化」で、「理念」や情報の共有、物販・サービス・実店舗・ネットの融合を加速させることを説明しております。

また上記の具体的な内容として、MUJIPassportの紹介ページでは基本機能としてMUJIpassportPayというキャッシュレス決済サービスや便利機能としてECサイトはもちろん、イベントや相談会、ホテルなどの予約まで行えることを紹介しております。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社良品計画コーポレートサイト
IR情報＞アニュアルレポート＞2019年2月期、2020年2月期


	公表日
	　　　2019　年　8　月　30　日　他


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2019アニュアルレポート」8～11ページ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/70076/00.pdf

当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2020アニュアルレポート」12,13ページ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/83841/00.pdf


	記載内容抜粋
	各アニュアルレポートの「地域の暮らしに貢献－アプリでの顧客接点強化」において、国・地域別のダウンロード、展開状況を重要なKPIの一つとして設定してその進捗を記載し、国内、海外ともにダウンロード数やアプリ提示比率が上昇していることを報告しております。

また、「グローバル標準システムの構築」及びグローバル標準システムの構築－会計領域」においては進捗率を重要な指標として位置づけて、日本でのリリース、各国展開のスケジュールの進捗について報告しております。

なお、その他DX推進指標を定めているが公表はしておりません。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2020　年　12　月　1　日　他


	発信方法
	■当社会長・社長の情報発信
トップメッセージ
（代表取締役社長　松﨑曉）
https://ryohin-keikaku.jp/corporate/message.html

日経MJプレミアムゼミ（デジタル技術活用の考え方）
（代表取締役会長　金井政明）
https://events.nikkei.co.jp/32549/

■当社中期経営計画の進捗
当社コーポレートサイトにおける下記URL内の「2020アニュアルレポート」10～13ページ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7453/ir_material_for_fiscal_ym2/83841/00.pdf

■当社DX取り組み成果のプレスリリース
非接触型オンライン決済サービス「MUJI passport Pay」導入のお知らせ
https://ryohin-keikaku.jp/news/2020_1201.html


	発信内容
	当社社長のトップメッセージで、経営ビジョンとして地域の人や社会の「役に立つ」という大戦略を掲げており、その実現のためのデジタル技術活用の考え方やITインフラの整備などを各媒体で発信しております。
また、具体的な方策や計画の進捗等について、コーポレートサイトで報告しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2017　年　10　月頃　～　2018　年　1　月頃


	実施内容
	グループ標準システム構築の計画にあたり、当時のプロジェクト責任者が中心となって当時の現行業務・システムにおける課題把握を実施いたしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2020　年　3　月頃　～　2020　年　8　月頃　他


	実施内容
	内部統制報告制度におけるＩＴ統制のセキュリティ関連項目を毎年監査しております。
また、2021年2月には上記とは別に内部の監査室によるグローバル情報セキュリティポリシー（GISP）への準拠状況を軸に各社の情報セキュリティ対策の状況を把握することを目的としたセキュリティ監査をグローバルで実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

